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 現在，市民のスマートフォンの所有率が約９割となり，キャッシュレ

ス決済の浸透や，生成ＡＩの流行をはじめ，デジタル技術が身近なもの

となりました。 

私たちの暮らしにおいても，近年，先端的な技術によって社会が大き

く変革する「DX（デジタルトランスフォーメーション）」も進んでいる

ところです。 

 

こうした中，本市においても，急速に進展するデジタル社会に対応

し，市民にとって利便性が高く，生活の質の高いまちづくりを推進して

いく必要があります。そのためには，市民や民間企業・団体，大学等，

本市に関わる様々な主体が，今後のデジタル化に向けた意識を共有し，

機運を高めていくことが大切です。 

 

 以上のような状況を踏まえ，この度，本市の推進するデジタルまちづ

くりの全体の指針となる「水戸市デジタルまちづくりビジョン」を策定

いたしました。 

 

 全ての市民がデジタル技術の利便性の恩恵を受けることができ，誰一

人取り残されない社会の実現を目指し，皆様とともにデジタル技術を活

用したまちづくりに積極的に取り組んでまいりますので，一層の御理解

と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

結びに，本ビジョンの策定に当たり，貴重な御意見をお寄せいただき

ました市民の皆様，市民ニーズにかかるアンケート調査に御協力いただ

いた皆様，本ビジョンに専門的な知見とコラムをいただいた有識者の皆

様をはじめ，関係者の皆様に，心から御礼を申し上げます。 

令和６年２月 
 
水戸市長  高橋 靖 
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第１章 基本的事項 

 

 

 

 

 

 

(1) ビジョン策定の趣旨 

近年，スマートフォン等の情報通信機器やSNS（ソーシャルネットワーキングサービ

ス）の普及，ブロードバンドの高速化による情報利用のクラウドサービス化やIoTの進

展など，デジタル技術が生活に深く浸透しています。まちづくりにおいても，社会全

体の効率化とコストの抑制を図るとともに，誰もが公平かつ迅速に最適なサービスを

享受できるようにするため，デジタル化に対応することが求められています。 

また，デジタル化を進めることで，物事の効率化を図りながら，人や時間といった

資源をマネジメントし，新たな価値を創造する「DX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）」によって，社会や生活がより良く変化することへの期待も高まりを見せてい

ます。 

本市においても，これらの状況に対応するため，市民のデジタル格差（デジタルデ

バイド）対策を行うとともに，市民目線に立った行政のデジタル化，さらには，子育

て，教育，福祉，医療，交通など，市民生活に密着した様々な分野のデジタル化を推

進していく必要があります。 

本ビジョンは，こうした取組を推進するに当たり，本市が目指すデジタル化の方向

性を明らかにし，誰一人取り残されない，人にやさしいまちづくりを実現するために

策定するものです。 

 

(2) ビジョンの位置付け 

本ビジョンは，水戸市の総合計画における政策をデジタル化の観点から実現するた

めの指針とするものです。各種施策の推進に当たっては，「デジタル改革関連法」，

「デジタル田園都市国家構想」，「デジタル社会の実現に向けた重点計画」等との整

合を図りながら取り組むこととします。 

また，本ビジョンは，「官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）」に定

める「市町村官民データ活用推進計画」を内包するものです（図１-１）。 
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(3) ビジョンの期間 

本ビジョンの期間は，2023(令和５)年度から2028(令和10)年度までの６年間としま

す。 

ただし，デジタル技術の進歩は非常に速く，その技術動向や社会の要請に対応する

ことが求められることから，必要に応じてビジョンの見直しを行うものとします（図

１-２）。 

  

 
図１-１ ビジョンの位置付け 

 
図１-２ ビジョンの期間 
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第２章 デジタル化を取り巻く動向 

 

 

 

 

 

 

 

(1) デジタル社会の進展 

『令和４年版 情報通信白書（総務省）』によると，わが国における2021(令和３)年の

情報通信機器の世帯保有率は，「モバイル端末全体」で97.3％であり，ほぼ全ての世帯

で何らかのモバイル端末を保有している状況です。 

機器別での割合を見ると,「スマートフォン」の世帯保有率は2010(平成22)年は9.7％

でしたが，2021(令和３)年には88.6％となっており,この10年間で大幅に増加しました。   

その一方で，「パソコン」は2010(平成22)年に83.4％だったものが,2021(令和３)年に

は69.8％まで減少しており,現代の情報通信機器としてスマートフォンの相対的な重要性

が増している状況と言えます（図２-１）。 

さらに，2020(令和２)年のインターネット利用率（個人）は82.9％となっており,10年

以上にわたり，おおむね８割程度の高い水準を維持し続けています（図２-２）。 

 
図２-１ 情報通信機器の世帯保有率推移 

（出典：総務省『令和３年通信利用動向調査』を基に作成） 
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今や私たちの日常はデジタル技術なくしては成り立たず,特にインターネット・SNSを

はじめとするデジタル技術は，生活に深く結びついたものとなっています。また,防災・

減災分野でのセンサー及びドローン等の活用,教育分野でのGIGAスクール構想の推進,医

療分野での遠隔医療システムの発達,農業分野でのAIの活用など,まちづくりの様々な分

野においてデジタル技術を活用する取組が進んでいます。5Gに代表されるネットワーク

の高速化・大容量化も進んでおり，デジタル技術は市民生活に不可欠な社会・経済イン

フラとして大きな役割を担うようになっています。 

また,2020(令和２)年から急速に感染が拡大した新型コロナウイルス感染症は，テレワ

ークやキャッシュレス化など，私たちの社会生活に深く関わる部分でのデジタル化を加

速させました。 

このようにデジタル技術が社会全体に広く浸透する一方で，デジタル技術を利用でき

る人と利用できない人の間に生じる格差である「デジタルデバイド」が重要な課題とな

っています。 

 

(2) 国の動向 

近年，国においては，全ての国民がデジタルの恩恵を享受し，安心で豊かな暮らしを

実感できるデジタル社会を実現するため，デジタル化の推進に関する法制度の整備や政

策の展開を進めています（表２-１）。 

 
図２-２ インターネット利用率（個人）の推移 

（出典：総務省『令和３年通信利用動向調査』を基に作成） 
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① 社会保障・税番号制度（マイナンバー制度） 

国民の利便性向上，行政の効率化，公平・公正な社会の実現のため，2016(平成 28)年か

ら導入されました。マイナンバーカードは，市民生活や行政サービスの基盤となる重要な

社会インフラと位置付けられ，普及に向けた取組が進められています。総務省によると，

人口に対する交付枚数率は 76.8％（2023(令和５)年９月末時点）となっています。 

 

② 第５期科学技術基本計画 

デジタル技術の進化等により,社会・経済の構造が日々大きく変化する「大変革時代」が

到来し,科学技術イノベーション推進の必要性が増している状況を踏まえ，我が国を「世界

で最もイノベーションに適した国」へと導くことを目的に 2016(平成 28)年１月に策定され

ました。この中で，我が国が目指すべき未来社会の姿として「Society 5.0」を提唱し，

IoT，ロボット，AI，ビッグデータといった，社会の在り方に影響を及ぼす新たな技術を，

あらゆる産業や社会生活に取り入れ，経済発展と社会課題の解決を両立していく新たな社

会を目指すこととしています。 

 

③ 官民データ活用推進基本法 

高度情報通信ネットワークを通じて流通する，多様かつ大量の情報を活用することによ

り，急速な少子高齢化の進展など，わが国が直面する課題の解決に資する環境を整備する

ことを目的に 2016(平成28)年12月に成立しました。この中で地方公共団体においても「市

町村官民データ活用推進計画」の策定が努力義務として位置付けられており，地方の実情

に応じた取組や，その取組を基にした施策の深掘り，他地域への横展開が期待されていま

す。 

 

④ デジタル手続法 

デジタル技術を活用した行政の推進を基本原則とし,行政手続等の利便性の向上や行政運

営の簡素化・効率化を図ることを目的に 2019(令和元)年５月に成立しました。この中で行

政のデジタル化に関する基本原則や行政手続の原則オンライン化のための必要な事項を定

表２-１ デジタル化の推進に関する法制度・政策等
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めるとともに,個別分野における各種施策を講じることを定めています。 

 

⑤ デジタル改革関連法 

官民におけるデジタル技術やデ

ータ利活用等を通じた，社会の持

続的で健全な発展や国民の幸福な

生活の実現等を目的に 2021(令和

３)年９月に施行され，「デジタル

社会形成基本法」や「デジタル庁

設置法」などの６法を柱に構成さ

れています（表２-２）。 

この中では，デジタル社会の形

成に向けた基本理念及び施策の策

定に係る基本方針，国,地方公共

団体及び民間事業者の責務，デジ

タル庁の設置及び重点計画の策定

について定められています。 

 

このうち，「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づく,自治体システ

ムの標準化・共通化の取組が全国の自治体で進められています。 

本取組では,自治体の標準化対象 20 業務の情報システムについて,『地方公共団体情報シ

ステム標準化基本方針』（デジタル庁）に則り,2025(令和７)年度までにガバメントクラウ

ドを活用した標準準拠システムへ移行することを目標としています。これにより,「自治体

情報システムにおけるコスト削減・ベンダロックインの解消」,「行政サービス・住民の利

便性の向上」,「行政運営の効率化」の実現を目指しています。 

 

⑥ デジタル田園都市国家構想 

人口や経済などの東京圏への過度な一極集中，人口減少や少子高齢化，産業空洞化など，

地方が直面する様々な分野における社会課題を解決することで，地方活性化を実現するこ

とが求められています。デジタルはこれらの社会課題を解決するための鍵であるとともに，

新しい付加価値を生み出す源泉であるという考えのもと，デジタル技術を全面的に活用す

ることで，地方の個性や豊かさを活かしながら，「都市部に負けない生産性・利便性」も兼

ね備え，「心豊かな暮らし」 (Well-being)と「持続可能な環境・社会・経済」

（Sustainability）の実現を目指す基本方針として示されています（図２-３）。 

表２-２ 「デジタル改革関連法」を構成する６法 
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ア デジタル田園都市国家構想基本方針 

構想を実現するための基本的な考え方として，目指すべき中長期的な方向性を示

し，地方の取組を支援することを目的に 2022(令和４)年６月に閣議決定されました。

本方針においては,「『全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会』を目指して」

を基本的な考え方として掲げ，地方から全国へとボトムアップの成長を推進するこ

ととしています。このため，デジタルインフラを急速に整備し,官民双方で地方にお

ける DX を積極的に推進することにより，地方の社会課題解決や魅力向上を高度かつ

効果的に推進することとしています（図２-４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-３ デジタル田園都市国家構想の取組イメージの全体像 

（出典：デジタル庁ホームページ『デジタル田園都市国家構想』. https://www.digital.go. 

jp/policies/digital_garden_city_nation/（2023(令和５）年２月 13 日閲覧）） 

 

 
図２-４ デジタル田園都市国家構想基本方針の概要 

（出典：デジタル庁ホームページ『デジタル田園都市国家構想基本方針』を基に作成） 
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イ デジタル田園都市国家構想総合戦略 

構想の実現に向け，各府省庁における施策の充実・具体化や，各施策に関する

KPIとロードマップを位置付けた，まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂版となる

国の新たな総合戦略（2023(令和５)年度から 2027(令和９)年度までの５年間）とし

て 2022(令和４)年 12 月に閣議決定されました。本戦略では,それぞれの地方が抱え

る社会課題などを踏まえて，それぞれの自治体が地域の個性や魅力を活かす地域ビ

ジョンを掲げた「地方版総合戦略」の策定に努めることとされています（図２-５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ デジタル社会の実現に向けた重点計画 

目指すべきデジタル社会の実現に向けて，政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策を明

記し，各府省庁が構造改革や個別の施策に取り組み，それを世界に発信・提言する際の羅

針盤として閣議決定されました。本計画では，誰一人取り残されずにデジタル化の恩恵を

享受できる社会の実現に向け，デジタル改革基本方針で掲げているデジタル社会を形成す

るための 10 原則，デジタル手続法で明確化している行政サービスのオンライン化の３原則

を基本原則としています（図２-６）。 

 

表 1 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の基本原則 

 

  

 

 
図２-５ デジタル田園都市国家構想総合戦略の位置付け 

 
図２-６ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の基本原則 
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(3) 茨城県や県内自治体の動向 

① 第２次茨城県総合計画 ～「新しい茨城」への挑戦～ 

茨城県では，2022(令和４）年度からの県政運営の基本方針として，「活力があり，

県民が日本一幸せな県」を基本理念に掲げた『第２次茨城県総合計画～「新しい茨

城」への挑戦～』を，2022(令和４）年３月に策定しました。 

この中では，基本計画として「新しい茨城」づくりに向けた４つのチャレンジを掲

げており，４年間で挑戦する政策・施策・取組等が体系的に示されています。このう

ち，「新しい夢・希望」へのチャレンジでは，「デジタルトランスフォーメーション

（DX）の推進」が掲げられています。この中では，デジタル技術を活用した社会課題

の解決やデジタル技術の活用に向けた環境を充実させるため，「先端技術による社会

変革やデータの活用の加速化」や「スマート自治体の実現に向けた取組の推進」など

を定めています（図２-７）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 科学技術の先進地域としての取組 

茨城県は，科学技術に関する研究・教育

機関等が集積する，世界でもトップレベル

の科学技術の先進地域であり，これらの積

極的な活用を通じて，産業の振興と生活の

質の向上に結び付けていく取組が進められ

ています。 

また，2022(令和４）年３月には，つく

ば市が内閣府に提案した「つくばスーパー

サイエンスシティ構想」が了承され，「ス

ーパーシティ型国家戦略特別区域」として

区域指定されることが決定しました（図２-８）。この中では，「行政」，「移動」，「物

流」，「医療・介護」，「防犯・防災・インフラ」の分野に，デジタル技術を活用した

先端的サービスを実装することで，社会課題の克服や革新的な暮らしやすさを実現

する住民中心のスーパーシティを目指すことが掲げられています。 

 

図２-７ 「新しい茨城」づくりに向けた４つのチャレンジ（茨城県） 
（出典:茨城県『第２次総合計画～「新しい茨城」への挑戦～』p.3を加筆） 

 

図２-８ つくば市の街並み 
（出典:つくば市オープンデータ【市内風景（つくば駅から）】，つ

くば市，クリエイティブ・コモンズ・ライセンス表示 4.0国際） 
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 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 

櫻井 美穂子 准教授 

真鍋 陸太郎 准教授 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 

デジタル活用によって，私たちの日々の暮らしはどのように変わるのだ
ろう？何かいいことがあるのかな？ 
 
多くの方がお持ちの疑問だと思います。今回策定されたまちづくりビジ
ョンのように，デジタル活用によって行政サービスや日々の暮らしがど
のように変わるのか，具体的なキーワードをあげて整理されたことは素
晴らしいと思います。 
 
特に，「行かない窓口」「書かない窓口」「待たない窓口」は，自治体窓口
の利用者である住民の皆さんと，人手不足に悩む自治体の双方に大きな
メリットがあり，実現したときの社会的なインパクトが大きいもので
す。行政手続きのために“行かない，書かない，待たない”を令和の
「当たり前」にしていきたいですね。 
 
ほかにも，住民の皆さんのニーズが高い交通分野での取り組みにも注目
しています。デジタルが得意なのは，「一人ひとりのニーズや状況に合わ
せたサービスや情報の提供」です。リアルタイムに多様なニーズが生ま
れる交通分野は，デジタルやデータ活用との親和性が高いので，今後も
住民の皆さんに寄り添ったデジタル活用に期待します。 

茨城大学人文社会科学部 現代社会学科 

菅谷 克行 教授 

今回策定された「水戸市デジタルまちづくりビジョン」には，行政や市
民生活のさまざまな場面を想定したデジタル技術の活用計画がまとめら
れています。 
行政サービスの効率化や生活の便利さにつながる，魅力あふれるものに
なっています。市民の皆さんには是非ご一読いただき，デジタル化する
ことの面白さや可能性を感じてほしいと思います。 
 
今や，まちづくりにおいて，デジタル技術の活用とコミュニケーション
の創出は欠かせない要素となっています。それは，デジタル技術を一つ
のツールとして，学校，企業，行政など地域社会に関わるすべての人々
が多様なコミュニケーションを実現し，まちづくりに積極的に関わって
もらうことを目指すものでもあります。本当に豊かな生活とは何か，そ
れを支える地域社会や行政サービスはどのようなものなのか，皆で意見
を交えながら創り上げていくのです。 
 
増大するデジタル情報に踊らされるのではなく，自ら踊るために，水戸
の近未来を一緒に考えましょう。もちろん私も，水戸市民の一人とし
て，積極的に関わっていきます。 

デジタル化にかかる最新の動向や，覚えておきたいポイント等 
について，有識者の先生方にお聞きしました。 
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第３章 本市のデジタル化にかかる現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 人口減少社会への対応 

日本の人口が2008(平成20)年をピークに減少に転じる中，本市の人口は，2015(平成

27)年までは増加傾向にありましたが，その後は微減となっています。国立社会保障・人

口問題研究所（社人研）が2023(令和５)年に発表した将来人口推計によると，本市の人

口は2040(令和22)年には254,892人，2050(令和32)年には243,760人にまで減少すること

が予測されており，将来的な人口減少は避けられない状況にあります（図３-１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では，2020(令和２)年に，高齢者人

口（65歳以上）の割合が27%に上る一方で，

合計特殊出生率は1.39にまで低下してお

り，少子化が進行しています。こうした中

でも，将来にわたって地域の活力を維持し

ていくためには，不足する人的資源をデジ

タル技術の力で効率よく補い，生産性の維

持・向上を図っていく必要があります（図

 
図３-１ 水戸市の総人口及び年齢３区分別人口の推移 

（出典:総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来人口推計』を基に作成） 

 
図３-２ 水戸市の合計特殊出生率の推移 
（出典:水戸市「合計特殊出生率の年次推移」をもとに作成） 
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３-２）。 

また，社会的な人口増減に着目すると，

水戸市には県北や県央からの転入が多いた

め，全体では社会増加の傾向にあります

が，県南地域や東京圏への転出が大きい現

状にあります（図３-３）。これは就業目的

での転出が多いことが考えられ，今後，都

心と接続性の高い水戸市の地理的な特長を

活かしつつ，デジタル技術を活用したテレ

ワークなど，新たな働き方を提示すること

で，地域の活力の要となる若い世代の転出

を抑制し，市内への定住の促進を図ってい

く必要があります。 

 

 

(2) バランスの取れた産業構造への対応 

本市の産業構造の特徴として，総就業者数に占める商業・サービス業を中心とする第

３次産業の就業者数比率が高いことが挙げられます。その比率は増加傾向にあり，

1975(昭和50)年の69.0％から，2020(令和２)年には77.2％まで増加しています。また，

就業者数としても約35,000人の増加となっています（図３-４）。 

一方，長引く景気の低迷等を背景とした個人消費の停滞などにより，市内の小売業の

事業所数は減少傾向にあり，1991(平成３)年の3,442事業所から，2016（平成28）年には

1,974事業所となっています（図３-５）。 

今後，人口減少が進み，将来的に働き手の不足が予測される中，それぞれの産業分野

でデジタル技術を取り入れた省力化・効率化を図っていく必要があります。あわせて，

時代のニーズに合ったサービス・商品開発やマーケティングを進めるに当たっても，デ

ジタル技術を活用し，市内産業の質の向上に繋げていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３-３ 水戸市の地域別社会動態（令和３年） 
（出典:水戸市『令和３年版統計年報』を基に作成） 

 
図３-４ 水戸市の産業別就業者の推移 
（出典:総務省『国勢調査』を基に作成） 

 
図３-５ 水戸市の事業所数（小売業）の推移 
（出典:経済産業省『商業統計調査』『経済センサス』を 

基に作成） 
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(※)https://www.jishin.go.jp/evaluation/seismic_hazard_map/shm_report/shm_report_2020/ 
（政府地震調査研究推進本部ホームページ・令和５年 12月８日閲覧） 

また，観光客動態調査（茨城県）によ

ると，本市の入込観光客数は増加傾向に

あり，2017(平成29)年度には約397万人と

なりました。茨城県全体の入込観光客数

も毎年順調に増加していましたが，新型

コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

により，2020（令和２）年には本市の入

込観光客数は約143万人まで減少するなど

観光分野に大きな打撃を受けており，十

分な回復には至っていない状況です（図

３-６）。 

今後，デジタル技術を活用して効果的に観光誘客を促進し，偕楽園をはじめ多くの観

光資源を持つまちとして，観光産業の進展を目指していくことが求められます。 

 

(3) 災害リスクへの対応 

近年，全国的に災害が激甚化・頻発化しており，様々な自然災害のリスクが高まって

います。国の発表している「全国地震動予測地図2020年版」によると，本市は「今後30

年間に震度６以上の地震が起こる確率」が県庁所在地の中で最高の「81%」と予測されて

おり(※)，こうした地震等の大規模な災害リスクへの対応が求められています。 

本市においては，2019(令和元)年の「令和

元年東日本台風（台風第19号）」で氾濫した

那珂川（図３-7）などによる浸水被害リスク

とともに，近隣の東海村に立地する原子力発

電所による原子力災害リスクなどについても

留意する必要があります。 

こうした災害による被害を最小限に留める

ためには，デジタル技術を活用した迅速で正

確な災害情報の収集や伝達，災害の予測によ

る防災・減災を進めることが必要です。 

 

(4) 行政のデジタル化への対応 

行政においても，市民の利便性の向上とともに，限られた職員で多様な市民ニーズに

対応するため，デジタル技術の活用に注目が集まっています。特に，市役所で行う申請

等の手続のオンライン化・デジタル化は，市民にとって来庁の手間の削減や窓口での待

ち時間の短縮になるだけでなく，職員の業務効率化の観点からも積極的に進めるべきも

 
図３-７ 水戸市内の河川氾濫による被害 

（令和元年東日本台風・水戸市撮影） 

 
図３-６ 水戸市の入込観光客数の推移 
（出典：茨城県『観光客動態調査』を基に作成） 

https://www.jishin.go.jp/evaluation/seismic_hazard_map/shm_report/shm_report_2020/
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のです。本市では，「マイナポータル」や

「いばらき電子申請・届出サービス」を活用

したオンライン申請の活用を進めており，国

が「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

において示している，地方公共団体が優先的

にオンライン化を推進すべき52の手続のう

ち，17の手続をオンライン化しています

（2023(令和５)年３月時点。） 

しかしながら，本市で2022(令和４)年度に

行われた行政手続の総数1,923,256件のう

ち，オンラインにより行われた手続は

563,651件に留まり（29.3%），特に繁忙期の

窓口の待ち時間短縮・業務量削減の観点から

も，更なるオンライン手続の拡充と利用の促

進が課題となっています（図３-８，図３-９）。 

また，庁内の業務効率化を図るため，2018(平成30)年からRPA（Robotic Process 

Automation）の導入に向けた検討を開始し，実証実験を経て2020(令和２)年から本格的

に導入しました。2022(令和４)年度末までに

46業務への導入を行い，業務時間削減を実現

しています（図３-10）。このRPAについても，

対象となる業務を更に拡充し，業務効率化を

図ることが必要です。 

 

(5) まちのデジタル化に向けた対応 

交通や医療など，まちを構成する社会インフラについては，事業者と行政が適切な連

携のもと，整備を進めていくこと必要があります。特に，こうした準公共的な分野につ

いては，多くの市民生活に

密接に関わることから，デ

ジタルの導入によって暮ら

しの利便性を向上させてい

くことが重要です。 

例えば，市内の大学に通

う大学生へのアンケート調

査から，交通系のICサービ

スの統一など，特に交通の

デジタル化に関連する意見

が多数寄せられました（図

 
図３-８ 水戸市のオンライン行政手続 

利用状況 

 
図３-11 水戸市内大学生アンケート結果（自由記述） 

 
図３-９ 水戸市役所の繁忙期窓口待ち時間の例 
 

 
図３-10 水戸市の AI,RPA 活用状況 
    （年間の業務削減時間） 
 
 
 
 
 
 
 
導入による業務削減時間 
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３-11）。 

また，医療分野においては，2023(令和５)年４月からマイナンバーカードを利用した

「オンライン資格確認」の導入を国は原則として義務化し，2024(令和６)年秋を目途に

保険証が廃止される方向となっています。今後も，より一層，医療機関と行政が連携を

深めながら，医療分野へのデジタル技術の活用を進めていく必要があります。 

こうした都市スケールでの「まちのデジタル化」に当たっては，市民ニーズや社会動

向を踏まえ，客観的なデータに基づく政策立案（EBPM）を行う必要があります。行政も

多くのデータを管理しており，行政データと事業者のデータを掛け合わせることで，地

域課題の解決や新たな価値の創造も望むことができることから，行政データを分かりや

すく・使いやすい形で整理・公開する，オープンデータの取組が求められています。 

 

(6) デジタル格差（デジタルデバイド）への対応 

急速に進展が進むデジタル化の時代の中で，誰一人取り残されない（デジタル機器を

使うことのできない「デジタル弱者」を生まない）社会を実現するために，デジタル格

差の解消が必要です。 

デジタル格差の実態を調査した市民アンケートの結果（詳細は第４章に掲載）から，

本市において，スマートフォンを所有していない人の割合は約12.8％で，特に高齢者層

で「スマホを持っていない」・「ガラケーのみ所有している」という人が多い傾向にあり

ます（図３-12）。 

 

さらに，スマホを所有していても，通話やメールといった基本機能のみの利用にとど

まり，スマホとしての機能を充分に活用していない人もいます。本ビジョンでは，スマ

ホの所有率だけでは表に見えない，アプリケーション等の機能を利用していない人等の

情報格差を「潜在的デジタルデバイド」と名付けることとしました。「通話」「メール」

「カメラ」を「基本機能」とし，基本機能以外のアプリケーションを利用しているかを

調査したところ，「スマートフォンを持っている」という市民の中でも，約10%は，基本

 
図３-12 水戸市民のスマートフォン所有状況 

            （市民アンケート結果より作成） 
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機能のみしか利用していないことが分かりました。 

水戸市のデジタル格差の実態として，スマホを所有していない人の割合は12.8%です

が，スマホを持っていてもその機能を充分に活用していない人は9.2%存在するため，潜

在的デジタルデバイドも考え合わせると，ひとつの目安として，約22%の市民がデジタル

格差の状態にあたるという現状です（図３-13）。また，高齢者の問題と扱われることの

多いデジタル格差ですが，年齢層ごとに分析すると，50代から既にデジタル機器を基本

機能しか使用していないという人がいることも分かります。デジタル技術が生活に深く

浸透してきていますが，市民の約５人に１人がデジタル機器を活用していない状況であ

り，デジタル社会の進展に取り残されないよう，格差を解消していくことが求められま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした格差を解消すべく，本市では，高齢者を対象とした「はじめてのスマホ体験

講座」等を開催しています。2022(令和４)年度は，民間通信事業者との連携のもと，各

市民センターを会場に計39回の講座を開催し，約600人の市民が参加しました（図３-

14）。 

しかし，講座は機会や対象が限られ

ており，これだけでは十分ではありま

せん。アンケートから分かったように

高齢者以外のスマホを使っていない人

への対応や，年齢要因以外（経済的な

問題や障害の有無等）によるデジタル

格差にも目を向け，対策を講じていく

必要があります。 

 

 

 
図３-13 水戸市のデジタルデバイドの実態 

     （市民アンケート結果より作成） 

 
図３-14 「はじめてのスマホ体験講座」の様子 

     （水戸市撮影） 
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第４章 デジタル化にかかる市民意識 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル技術を活用したまちづくりを進めるに当たり，水戸市のデジタル化にかかる

現状や市民ニーズ，課題等を把握するため，「市民」「大学生」「企業」を対象としたアン

ケート調査を実施しました。 

(1) 市民アンケート 

  

［実施概要］ 

  対象者：住民基本台帳から無作為に抽出した満18歳以上の市民 1,220人 

 回答数：466人（回答率38.2％） 

 形  式：郵送によるアンケート調査（回答は郵送及びインターネットフォームで受付） 

 期 間：令和５年１月30日から令和５年２月13日まで 

 内  容：市民のデジタル活用状況，マイナンバーカードの取得状況，デジタル化に 

かかる市民ニーズ，オンライン行政手続の利用状況 等 

 

［結果概要］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４-１ アンケート送付数と回答数・回答率 
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〇スマートフォンの所有状況 

 

 〔1〕スマートフォンを所有している 

 〔2〕ガラケー（フィーチャーフォン）のみを利用している 

〔3〕どちらも所有していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇スマホの応用機能（アプリ等）の利用状況（基本機能（電話・メール・カメラ）以外の利用状況） 

 

 〔1〕利用している 

 〔2〕利用していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４-２ スマホ所有率 

 

 
図４-１ スマホ所有率年齢層別グラフ 

 
図４-２ スマホ活用率年齢層別グラフ 

表４-３ スマホ活用率 

 

 ・市民のスマホ所有率は 87.2%と高い水準だったが，65 歳以上で所有率が低くなる傾向が見られた。 
・スマホを持っているという人の中でも，約１割（10.5%）は基本機能（通話，カメラ，メール）の利用 
 にとどまり，多様なアプリなどの活用はしていない。 
・高齢層以外でスマホを所有・利用していない人は，障害等の理由があった。 

POINT 
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≪参考≫デジタルデバイドの実態の視覚化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇スマホを持たない（利用しない）理由 

  
 〔1〕自分の生活には必要ないから     〔2〕使い方がわからないから 
 〔3〕必要があれば家族に任せればよいから 〔4〕サービス等の利用料金が高いと感じる 
〔5〕情報漏洩や詐欺被害等のトラブルに遭うのではないかと不安 
〔6〕どこで何を購入すればよいか，どう手続きすればよいかわからない 
〔7〕以前使おうとした，もしくは使ったことがあるがうまく使えなかったから 
〔8〕特に理由はない           〔9〕その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４-３ デジタルデバイド実態ヒートマップ 

 

 
図４-４ スマホを所有しない（利用しない）理由 

 
・スマホで使っている機能の数を点数化
し，年齢層ごとの平均点を視覚化したも
の（色が濃いほど使っているスマホの機
能数が少ない）。 

・40 歳くらいまでは平均点 8 点前後で大き
な差はないが，それ以降の世代で段階的
に平均点が下がっていく傾向が視覚的に
確認できる。 

POINT 

 ・スマホを持たない（使わない）理由としては，「使い方が分からない」（16 人）が最も高かった。 
・「生活に不要」（15 人），「必要があれば家族に任せる」（10 人）といった，必要性に疑問を呈する声も 
 多く見られた。 
・「情報漏洩が心配」（11 人）と，セキュリティ上の不安を挙げる人も多い。 

POINT 
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〇マイナンバーカードの取得状況 

 

 〔1〕取得している 

 〔2〕申請中である 

 〔3〕これから取得手続きをする予定である 

 〔4〕取得していないし，今後も取得する予定はない 

 

 

 

 

 

 

 

 【質問】 

 

 

 

 

 

 

〇マイナンバーカードを取得した理由 

 
 〔1〕本人確認書類になるから            〔2〕コンビニで各種証明書が取得できるから 
 〔3〕健康保険証として利用できるから        〔4〕マイナポイントがもらえるから 
 〔5〕新型コロナワクチン接種証明書の電子交付のため 〔6〕確定申告等，オンラインで行政手続するため 
 〔7〕「マイナポータル」を利用するため            〔8〕キャッシュレス決済等，民間サービスで使うため 
 〔9〕ふるさと納税ワンストップ特例制度を利用するため  〔10〕国が取得を推進しているから 
〔11〕特に理由はない                〔12〕その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

表４-４ マイナンバーカード取得率 

 

 
図４-５ マイナンバーカード取得率年齢層別グラフ 

 
図４-６ マイナンバーカードの取得理由 

 ・市民のマイナンバーカードの取得について，「取得していないし，今後も取得する予定はない」という
取得意向のない人は 13.0％であった。 

・取得意向がない人について，年齢層ごとの傾向は特に見られなかった。 
 

POINT 

 ・マイナンバーカードを取得した人の理由は，「マイナポイントがもらえるから」（87 人）が最も多く， 
「本人確認書類になるから」（75 人），「国が取得を推進しているから」（56 人）がそれに続いた。 
・一方で，国が積極的に推進している「マイナポータルを利用するため」と答えた人は 1人にとどまり，
利便性の周知が進んでいない現状も伺えた。 

 

POINT 

〔1〕本人確認書類になるから             
〔3〕健康保険証として利用できるから         
〔5〕新型コロナワクチン接種証明書の電子交付のため  
〔7〕「マイナポータル」を利用するため             
〔9〕ふるさと納税ワンストップ特例制度を利用するため   
〔11〕特に理由はない   

 

〔2〕コンビニで各種証明書が取得できるから 
〔4〕マイナポイントがもらえるから 
〔6〕確定申告等，オンラインで行政手続するため 
〔8〕キャッシュレス決済等，民間サービスで使うため 
〔10〕国が取得を推進しているから 
〔12〕その他 
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〇マイナンバーカードを取得しない理由 
 〔1〕取得する必要性が感じられないから  〔2〕身分証明書になるものは他にあるから 
 〔3〕個人情報の漏えいが心配だから    〔4〕紛失や盗難が心配だから 
 〔5〕申請手続が面倒だから        〔6〕カードの保有枚数を増やしたくないから 
 〔7〕申請方法が分からないから      〔8〕申請書がどこにあるかわからないから 
 〔9〕特に理由はない           〔10〕その他 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇日常生活でデジタル化が進んでほしい分野 

 

 〔1〕医療 〔2〕交通 〔3〕教育 〔4〕仕事 〔5〕買物 〔6〕特にない 〔7〕その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       図４-７ マイナンバーカードを取得しない理由 

 
図４-８ 日常生活でデジタル化が進んでほしい分野年齢層別グラフ 

 ・取得しない理由としては，「取得する必要性が感じられないから」（19 人）が最も多かった。 
・「個人情報の漏えいが心配だから」（18 人）というセキュリティ面の不安を挙げる声も多く挙げられ
た。 

 

POINT 

 ・まちのデジタル化のニーズとしては，20～30代で「仕事」や「教育」，70代以上では「医療」が占める
割合が高くなるなど，おおむね年齢層を反映した結果となった。 

・高齢層になるほど「特にない」を選ぶ人の割合が多くなっている傾向が特徴として見られる。 

POINT 
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 〇オンライン化してほしい行政手続 

 
〔1〕子ども・子育て関係手続き 
〔2〕学校教育関係手続き 
〔3〕福祉関係手続き（高齢や介護，障がい等） 
〔4〕社会保障関係手続き（国民健康保険や年金等） 
〔5〕暮らしに関係する手続き（公共施設の使用予約，イベントの申込，粗大ごみの収集依頼等） 
〔6〕選挙の投票 
〔7〕特にない 
〔8〕その他上記以外の行政関係手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇利用したことがあるオンライン行政手続 

 
〔1〕住民票，印鑑証明，課税証明書のコンビニエンスストア発行 
〔2〕いばらき電子申請・届出サービスを利用したその他証明書の発行申請 
〔3〕イベントの参加申込（水戸市が主催（共催）のお祭りや講演会，大会等） 
〔4〕税における各種手続（e-Taxや eLTAX の利用） 
〔5〕新型コロナウイルスワクチン接種関係手続 
〔6〕飼犬に関する届出（登録事項変更等） 
〔7〕水道の使用関係手続（水道の使用，中止，使用者変更） 
〔8〕体育施設等の予約 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４-９ オンライン化してほしい行政手続年齢層別グラフ 

 
      図４-10 オンライン行政手続利用状況 

 ・オンライン化すると便利な行政手続では，「選挙の投票」が若年層で多数を占めたが，逆に高齢層では
少数派であった。 

・30 代を中心に「子ども・子育て手続」，70 代で「福祉関係手続」の割合が増える等，ここでも 
 年齢を反映した結果が見られ，高齢層ほど「特にない」を選択する傾向も前項と同様だった。 
 

POINT 
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〇オンライン行政手続を利用しない理由 

 
〔1〕オンラインで手続できることを知らなかった 
〔2〕使用したい行政手続がなかった 
〔3〕どのように手続してよいかわからない 
〔4〕窓口で手続した方が間違いがない 
〔5〕使用する機会がない 
〔6〕マイナンバーカードを取得しておらず，手続ができない 
〔7〕その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４-11 オンライン行政手続を利用しない理由年齢層別グラフ 

 

 ・市民が利用したことのあるオンライン手続については，「ワクチン接種」が突出して高く（224 人）， 
 それ以外はおおむね低調な結果となった。 
 

POINT 

」 ・オンライン行政手続を利用したことのない人の，その理由としては「使用する機会がない」という声
が年齢層を問わず多い。 

・主に若年層では「オンラインでできることを知らなかった」，主に高齢層では「窓口で手続きをした方
が間違いがない」という声も多く見られた。 

 

POINT 
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日本三名園・偕楽園（水戸市撮影） 
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(2) 大学生アンケート 

  

［実施概要］ 

  対象者：茨城大学，常磐大学に在籍する全学生 

 回答数：茨城大学74人，常磐大学37人，計111人 

 形  式：インターネットフォームによるアンケート調査 

 期 間：令和５年３月７日から令和５年３月20日まで 

 内  容：大学生のデジタル関連技術利活用状況，デジタル化にかかるニーズ 等 

 

［結果概要］ 

〇日常的に利用する情報メディア 
  
〔1〕Twitter（ツイキャス等含む）     〔2〕LINE（民間企業等の公式アカウント） 

 〔3〕Instagram（インスタライブ含む）   〔4〕YouTube（YouTubeライブ含む） 
 〔5〕ニコニコ動画（ニコニコ生放送含む） 〔6〕TikTok（ライブ含む） 
 〔7〕Abema                〔8〕Facebook（民間企業等の公式アカウント含む） 
 〔9〕情報ウェブサイト・ネットニュース   〔10〕個人ブログ・まとめサイト 
 〔11〕ラジオ（ネットラジオ含む）        〔12〕メールマガジン 
 〔13〕テレビ（ニュース・情報番組など）  〔14〕雑誌・週刊誌 
 〔15〕書籍（新聞・雑誌以外）            〔16〕新聞 
〔17〕フリーペーパー                   〔18〕上記以外のメディア等  
〔19〕特にない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
           図４-11 大学生が日常的に利用する情報メディア 

 ・大学生が利用する情報メディアとしては「YouTube」（89％）が利用率９割近くと，最も高かった。 
・「LINE」（79%），「Twitter」（72%），「Instagram」（68%）が上位で続いた。 
・一時流行した「Facebook」（11%），「ニコニコ動画」(11%)は今回の調査では下位となり，デジタル 
ツールの流行の移り変りの速さが伺えた。 

・「テレビ」（50%），「新聞」(35%)，「ラジオ」(16%)と従来からの主要メディアの利用率は半数以下と 
なった。 

POINT 
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〇フォローしている市公式情報メディア 

 

 〔1〕水戸市の公式 LINE  

〔2〕水戸市の公式 Twitter  

〔3〕水戸市の公式 YouTube チャンネル    

〔4〕水戸市の Facebookページ 

〔5〕その他 〔6〕特にない 

 

 

 

 

 

 

 

〇日常生活でデジタル化が進んでほしい分野 

 〔1〕医療 

 〔2〕交通 

 〔3〕教育 

 〔4〕仕事 

 〔5〕買物 

 〔6〕その他 

 

 

 

 

 

 

 〇興味のあるデジタル技術 
  
〔1〕VR，メタバース 

 〔2〕AR（拡張現実） 
 〔3〕画像生成 AI 
 〔4〕NFT 
 〔5〕ChatGPT 
 〔6〕ブロックチェーン 
 〔7〕5G，6G 
 〔8〕上記以外の技術 
 〔9〕特にない 

 
 
 
 
 

 
図４-12 大学生の市公式メディア登録状況 

 
 図４-13 市内大学生のまちのデジタル化ニーズ 

 
 図４-14 市内大学生の興味のあるデジタル技術 

 ・大学生の市公式メディアの登録状況は，「公式 LINE」が 28%で最も高かった 
・「公式 Twitter」（18%），「YouTube チャンネル」（5%），「Facebook ページ」（2%）と続いた。 

POINT 

 ・まちのデジタル化にかかる大学生のニーズとしては，通学に公共交通を利用する人が多いためか 
「交通」が 39 人と最も高く，「教育」(23 人)，「仕事」（21 人）がそれに続いた。 

POINT 

 ・大学生の興味ある技術として，「VR,メタバース」が 32 人と最も高く，「ChatGPT」(21 人)，「AR」（14
人），「5G,6G」（10 人）がそれに続いた。（「ChatGPT」は，本アンケート実施後に急激に話題になった。） 

POINT 
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(3) 企業アンケート 

［実施概要］ 

  対象者：『水戸市企業ガイドブック2022』掲載企業 80社 

 回答数：21社（回答率26.3%） 

 形  式：インターネットフォームまたはFAXによるアンケート調査 

 期 間：令和５年２月14日から令和５年３月７日まで 

 内  容：企業のデジタル化の取組状況，課題，デジタル化にかかる行政へのニーズ 等 

 

 ※ここでは，「中小企業基本法」に基づき，企業の規模を以下の通り区分する。 

「大企業」  …常時使用する従業員の数が301人以上 

 「中小企業」 …常時使用する従業員の数が20人以上300人以下 

 「小規模企業」…常時使用する従業員の数が20人以下 

 

［結果概要］ 

 

〇デジタル化専門部署・人材の配置 

 

 〔1〕配置している 

〔2〕配置していない 

 

 

 

 

 

 

 〇デジタル化計画・戦略・ビジョン等の作成 

 〔1〕作成している 

〔2〕作成していない 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

図４-15 企業のデジタル専門部署等の配置状況 

  

 図４-16 企業のデジタル化計画等作成状況 

 ・企業のデジタル化を測る指標として，「デジタル専門部署等を配置している」企業の割合は 38.1%， 
「デジタル化の計画等を作成している」企業の割合は 33.3%と，ともに３～４割という結果だった。 

・両項目ともに企業規模が大きいほど取組率は高く，逆に小規模企業では取組が見られなかった。 

POINT 
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〇テレワークの実施状況 

 

 〔1〕新型コロナウイルス感染症の流行前 

から実施している 

〔2〕新型コロナウイルス感染症の流行後 

から実施している 

〔3〕実施していない 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 〇デジタル化に向けた課題 

 
 〔1〕デジタル化に関して社内で抵抗感がある 
〔2〕デジタルツール・サービスを社内で使いこなせる人がいない 
〔3〕デジタル化を進める組織がない 
〔4〕自社に役立つデジタルツール・サービスがわからない 
〔5〕導入したいが予算がない 
〔6〕デジタル化を進める際の相談相手・企業がいない 
〔7〕自社に役立つデジタルツール・サービスがない 
〔8〕その他 
〔9〕特に課題はない 
〔10〕デジタル化の取組を実施していない 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図４-17 企業のテレワーク実施状況 

 

           図４-18 企業デジタル化に向けた課題 

 ・テレワークの実施状況としては，22社中，「新型コロナ流行前から実施している」が４社， 
「新型コロナ後から実施している」が４社，「実施していない」は 13 社だった。 
・新型コロナ以降，テレワークの普及は急速に進んだ面があるが，実施していない企業も多い。これは 
 業種の特性などにもよると考えられる。 

POINT 
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〇デジタル化を進める上で必要な公的支援 

  
 〔1〕デジタル化に関する補助金の拡充 
 〔2〕専門家によるアドバイス・派遣 
 〔3〕デジタル人材育成研修 
 〔4〕デジタル化の事例紹介 
 〔5〕企業のマッチングの支援 
 〔6〕特に必要な支援はない 
 〔7〕その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４-19 企業デジタル化を進める上で必要な公的支援 

※データについて，構成比は小数点以下第 2位を四捨五入しているため，
合計しても必ずしも 100 とはならないことがあります。 

 ・企業のデジタル化に向けた課題として，「デジタル化に関して社内で抵抗感がある」（７社）が最も 
多く，特に中小企業でその傾向が強い。 

・「デジタルを使いこなせる人がいない」（６社），「役立つサービスが分からない」（６社）と，技術・ 
知識面での不足を挙げる企業も多く見られた。 

・中小企業・小規模企業からは，「予算がない」（４社）と金銭面の課題も挙げられた。 

POINT 

 ・デジタル化に関して，国や自治体による公的な支援を期待する分野として，「補助金」が 10 社と 
最も高かった。企業規模によらず多いが，特に小規模企業では要望が多かった。 

・「専門家によるアドバイス・派遣」（８社），「デジタル人材育成研修」（７社）と，人材面での支援も多
くの企業から挙げられた。 

POINT 
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(4) アンケート結果の要点と取組に向けた考え方 

 以上の３種類のアンケートの結果から，特に注目すべき要点や，具体的な取組の検討に

あたって意識すべき考え方について，有識者からの意見も踏まえてまとめました。 

 

❶ 市民アンケート 

 

● 世代に合わせたデジタル格差（デジタルデバイド）対策の必要性 

スマートフォンの活用状況として，高齢者はスマートフォンの機能を活用していない人

の割合が高い傾向にあるという結果でした（P.18図４-１，４-２）。高齢者層がスマートフ

ォンの機能を活用しない傾向についても，「機会がない」だけで，決して「使えない」わけ

ではないことも考えられ，デジタルの利便性に触れる機会を設けることで活用度が上がっ

ていくことも予測されます。 

年齢層ごとの活用状況では，10代から40代まではそれほど差異はなく，それ以降段階的

に下がっていく状況です（P18.図４-３）。このことから，デジタル格差は必ずしも高齢者

だけの問題ではなく，50代から段階的に生じていることが読み取れます。現在の40～50代

の世代といえば，仕事にパソコンが導入され始めた世代であり，仕事で初期のwindowsに触

れたかどうかがひとつの境目になっているとも考えられます。 

現在の多くのデジタルデバイド対策は高齢者を対象としている一方で，こうした世代で

デジタルに触れてこなかった人が「置き去り層」となっている可能性もあり，世代に合わ

せたサポートも必要であると考えられます。 

将来的にデジタルデバイドを発生させないようにするためには，こどものうちからの効

果的なデジタル教育が大切です。郷土学習や仲間・地域とのコミュニケーションにデジタ

ルデバイスを活用し，楽しさや体験の中でデジタルに慣れていくことは，デジタルデバイ

ド対策の視点だけでなく，今後のまちづくりをリードする人材を育てる視点からも重要で

す。 

  

● デジタルの利便性に触れる機会づくりが重要 

「デジタル化が進むと便利だと感じるもの」や，「オンライン化してほしい行政手続」の

アンケートについて，高齢者層ほど「特にない」の選択肢を選ぶ人が多かったのは特徴的

です（P.21図４-８，４-９）。これは，普段からデジタル機器に触れる機会の少ない高齢者

層にとって，デジタル化が進んだ社会が想像しづらかった，ということが考えられます。 

今後デジタル化を推進するに当たっては，デジタルの利便性を分かりやすく提示し，知っ

てもらうことが大事だと考えられます。 

まずは掲示板など，アナログの手段でアピールしていくことも必要です。 

 

● オンライン行政手続の利便性向上・周知が課題 

ワクチン接種の手続を除いて概ね低調だった（P.22図４-10）オンライン行政手続の利用
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促進のためには，市民にとってより具体的に利便性を感じられるシステムにしていく必要

があります。そのためには，自治体が異なっても基本的な手続は共通でできるようにする

“入口の共通化”が理想的です。こうした仕組みの構築にあたって重要なのが，国におい

ても積極的に推進している，全国共通の「マイナンバーカード」，そして「マイナポータル

」です。今後，民間との連携の検討などを進め，よりオープンなプラットフォームに展開

していくことが求められています。アンケート結果からは，マイナンバーカードの取得意

向がないという人が世代によらずみられた（P.20図４-５）ほか，マイナポータルへの関心

は低い結果でした（P.20図４-６）。今後，サービスの向上と，利便性の周知，そしてセキ

ュリティ上の不安の払拭といった多面的な取組が求められています。また，オンラインで

の手続に不安や抵抗感がある人に向けては，ユーザインターフェイス（UI・ユーザ側から

のシステムの見た目）の改善が有効と考えられます。文言や色の工夫次第で印象が大きく

変わるので，こうした工夫を重ねていくことも重要です。 

 

❷ 学生アンケート 

 

●「交通」関連のニーズに特徴 

 市内の大学生からは，「交通」，特にバスなどの公共交通に関する，決済や位置情報等の

課題点について，強い関心が伺えました（P.14図３-11，P.24図４-13）。 

通学で公共交通を利用する人が多いことが背景にあると考えられます。 

また，アンケートを実施した市内の茨城大学，常磐大学はともに，鉄道駅から離れた立

地にあることもバス交通への関心の高さの要因として考えられ，鉄道網が高度に発達した

東京などの学生とは違った，水戸の地域特性を反映した結果とも捉えられます。 

 

❸ 企業アンケート 

 

● 企業規模に合わせた対策が必要 

 デジタル関連の「専門部署・専任者を配置しているかどうか」「計画を策定しているかど

うか」の調査では，ともに約３～４割が「している」という結果でした。テレワークにつ

いても，約４割の企業が実施していました（P.25図４-15～17）。これらを企業のデジタル

化にかかる一つの指標と見た場合，市内企業のデジタル化の進行度合は約３～４割程度，

と考えられます。しかしながら，企業規模ごと（大企業・中小企業・小規模企業の内訳）

にみると，規模が大きい企業ほどデジタルの取組が進んでいる傾向にあり，小規模企業で

はほとんど進んでいない現状が見て取れます。こうしたことから，デジタル化の取組は企

業規模ごとに差があり，企業規模に応じたサポートが重要であると考えられます。 

また，デジタル化に向けた課題として「社内で抵抗感がある」という声が多く，上層部

の意識改革，デジタル化によるメリットを企業全体として理解することが重要と考えられ

ます（P.25図４-18）。 
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川島 宏一 教授 

筑波大学システム情報系 

真鍋 陸太郎 准教授 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 

駅前の風景を思い浮かべてみてください。 
その空間はさまざまな情報で溢れ，多くの人々がそれらの情報を意識して
います。その中には商業的な宣伝も含まれますが，行政から皆さんへ 
向けたお知らせも見られます。 
一方で，まちかどにある自治会の掲示板はどうでしょうか。掲示板に 
貼ってあるチラシの情報は通常，地域の身近なことに関連しています。 
それをどれだけの人が意識的に見ているでしょうか。まちそのものを情報
空間として捉えることができます。人々は街に出ることで多くの情報に触
れ，その情報に影響を受け，普段の生活もいつの間にか変わってきます。 
 
まちのデジタル化は身近な情報のあり方も変えます。適切な情報に適切な
ときに触れることでより豊かな生活が実現していきます。適切な情報と
は，いまあなたの購買意欲をかき立てるようなお買い物情報のことを指し
ているわけではありません。地域の大切な歴史やそこで暮らす人々の深い
思いなど，地域で暮らすことを多面的に豊かにする情報です。 
 
情報過多におちいりやすい現在のまちの環境の中にありながら，これまで
は触れる機会が少なかった地域の大切な情報にこそ触れる機会がある毎日
はどのようなものでしょうか。こうした情報は，地域に誇りを持ち，豊か
で楽しい日々を過ごす手助けになることでしょう。 
 

「デジタルまちづくり」とは，市民，企業と行政が，地域社会の問題を
データで共有し，デジタルの力を活用してフラットに話し合い，解決策
を共に創る社会です。一人ひとりの違った個性を理解し，尊重し，より
効果的に助け合うことができる社会です。 
 
この「水戸市デジタルまちづくりビジョン」も，本来，市民，企業と行
政が知恵を出し合って共に練り上げるものです。私は，いまここにある
「水戸市デジタルまちづくりビジョン」は未完成版であると思っていま
す。ここにあるビジョンは，市役所が中心となってドラフトしたもので
す。このドラフトに息を吹き込み，多くの市民や企業の意見，意欲，創
意工夫を巻き込んだ躍動的な運動としての「デジタルまちづくり」を起
こして行けるかどうかは，水戸市の市民，企業の皆さんの手に委ねられ
ています。 
 

どうする水戸市民。 
 

「デジタルまちづくり」の本格的な動きが，このビジョンを契機とし
て，市民主導でスタートすることを祈っています。 

デジタル化にかかる最新の動向や，覚えておきたいポイント等 
について，有識者の先生方にお聞きしました。 
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第５章 目指す姿と３つの柱 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 目指す姿 

本市では，「行政のデジタル化」，「まちのデジタル化」，「デジタル格差対策」

を柱として，デジタル技術を活用したまちづくりを進めています。 

デジタル技術の活用に当たってはツールの導入を目的とするのではなく，「それが

真に市民のためになっているか」「市民の生活をより便利にしているか」という視点

をもって進めることが大切です。 

そのため，水戸市の目指す姿として，「市民に寄り添う，生活の質の高いスマート

シティ水戸」と定め，デジタル技術の効果的な活用によって，市民が豊かに生活でき

るまちを実現していきます。心豊かな暮らしは，市民のまちへの愛着や誇りを醸成し

ます。そして，そこに住む市民が愛着を持って暮らしているまちは，外から見ても魅

力的なまちと映ります。生活の質の高いスマートシティを目指すことは，まちの求心

力を高めることにもつながっていきます。 

本市は，この「目指す姿」の実現に向け，「便利さを実感できる行政のデジタル

化」，「地域特性や産業構造に適応したまちのデジタル化」，「誰一人取り残されな

いためのデジタル格差対策」三つの柱に沿った取組を，着実に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図５-１  ビジョンの全体像 
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(2) ３つの柱 

 

取組の柱１ 便利さを実感できる「行政のデジタル化」 

行政サービスを受けるために必要な手続は，できるだけ少なくて済むことが理想で

す。そこで，手続のために市役所までわざわざ足を運ばなくても済む「行かない窓

口」，来庁が必要な場合でも，デジタル技術を活用し手書きの手間を省く「書かない

窓口」，庁内の待ち時間を最小化する「待たない窓口」を含めた，総合的な「デジタ

ル市役所」の実現を図ります。 

また，デジタル技術の効果的な活用によって職員の業務も効率化し，生まれた時間

や資源を活用することで，より一層市民サービスを充実するDXを推進します。 

あわせて，行政事務にデジタル技術を導入するに当たって，セキュリティ上の脅威

から，大切な市民の情報を含む行政情報を守るセキュリティ対策も強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５-２  「行政のデジタル化」取組の全体像 

 
図５-３ 「こども・子育て」のデジタル化のイメージ 
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取組の柱２ 地域特性や産業構造に適応した「まちのデジタル化」 

市内の産業ごとの特性に合わせたデジタル技術の導入を積極的に支援し，地域産業

の生産性向上や高度化を進め，地域経済の活力を高めます。 

また，交通や医療など，市民生活の基盤となる，準公共的な社会インフラに効果的

にデジタル技術を取り入れることで，市民のくらしを豊かにしていきます。取組に当

たっては，民間と行政の連携のもと，様々なデータも活用し，水戸の特性を踏まえた

都市基盤を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５-４  「まちのデジタル化」取組の全体像 

 
図５-５ データ連携基盤による生活向上のイメージ（例：医療・健康） 
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取組の柱３ 誰一人取り残されないための「デジタル格差対策」 

年齢や経済状況，障害の有無等にかかわらず，すべての市民がデジタルの利便性の

恩恵を受けて生活することができる，デジタル格差のないまちを目指します。 

そのため，市民のデジタルスキルの向上を図るとともに，格差の要因についての調

査・研究を進め，その是正や未然防止に取り組んでいきます。 

また，デジタルとアナログそれぞれの強みと弱みを研究し，デジタル化を推進する

中でもデジタル一辺倒にならず最適な手段を追求することで，より確実な格差対策を

図り，「誰一人取り残されない，人にやさしいまち」の実現を目指します。 

 

 

 
図５-６  「デジタル格差対策」取組の全体像 

 
図５-７ 市民のスキル向上のイメージ 
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第６章 重点的取組 

 

 

 

 

 

 

 

 ここでは，ビジョンに位置付けた事項の中で，特に重点的に取り組むべきものを「重点

的取組」とします。 

(1) 行政のデジタル化 

 

❶ 市民サービスの向上（行かない・書かない・待たない窓口を含めたデジタル市役所の実現） 

 市民生活に身近な様々な行政手続について，「行かない・書かない・待たない」窓口の

取組を含めた「デジタル市役所」の取組によって，市民サービスの向上を図ります。 

 

●こども・子育て 

 

【実現すること】 

 子育て関連の行政手続や相談等を，オンラインを通して 

手間なくスムーズに行うことができ，多様なライフスタイルに 

合わせた，子育てがしやすいまちを実現します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

こども・子育て関連手続の 

オンライン化 

・LINEによる保育利用申込書作成システムの利用拡充 

・児童手当各種手続に係るぴったりサービス（電子申請）導入 

・「わんぱーく・みと」，「はみんぐぱーく・みと」における 

一時預かり利用へのWeb予約システムの利用拡充 

・「わんぱーく・みと」，「はみんぐぱーく・みと」における 

子育て広場イベント参加のWeb予約システムの利用拡充 

・保健師等による育児相談のオンライン予約の導入 

こども・子育てオンライン 

相談 

・こども自身やDV被害者等から直接利用できるLINE等による相談窓

口の開設 

「みとっこ子育て応援アプ

リ」の活用 

・こどもの成長記録，子育てに関する情報の入手，施設検索等がス

マートフォンを通じて手軽にできるアプリの活用 
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● 教育  

【実現すること】 

 AI機能を搭載したデジタルドリルや，教育活動で生成される 

教育データを活用することにより，個に応じた適切な学習指導や 

支援を行い，児童生徒一人一人に寄り添いながら個性を最大限に 

引き出す教育の実現を目指します。 

 また，児童生徒が新たなテクノロジーを活用することで，これまでとは違う発想を生み

出し，多角的に課題や問題を楽しみながら解決していく姿の実現を目指します。 

 さらに，保護者連絡ツールの統一・充実により，迅速な情報共有と利便性の向上を実現

します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

教育DXの推進 

・学力調査とAIドリルの連携による個に応じた学びの実現 

・教育ダッシュボードを用いた学習面や生活面の実態把握・分析 

・社会的課題を解決できる子どもたちの育成を目指した，デジタル

技術を活用した探求的な学びの充実（STEAM教育） 

・市内の拠点校に先端機器を配備した「Tech-Lab」の整備 

・学校，保護者，教育委員会間における連絡ツールの統一，充実 

 

● 住民手続 

【実現すること】 

 転入手続，印鑑登録等をはじめ，様々な窓口での手続について， 

マインバーカードやマイナポータルの活用，システムの導入などにより， 

手続にかかる手間の縮減を図ります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

「書かない窓口」推進 

・異動受付支援システム運用による転入届の作成自動化 

・事前申請書作成のシステム導入による手書き申請の削減 

・印鑑登録等の申請書類の作成自動化 

マイナンバーカードを活用し

たデジタル市役所の実現 

・マイナポータルを活用した申請手続の更なる拡充 

・公金受取口座登録制度を活用した迅速な給付の実現 

・電気・ガス・水道等の民間手続と連携した引っ越し手続 

オンラインサービスの推進 
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● 税 

【実現すること】 

 市税などの口座振替の申請や，税関係の予約手続等について， 

オンライン（スマートフォン・パソコン）を活用し，時間・場所に 

とらわれることなく，手軽に行える環境を整えます。 

 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

口座振替申請のオンライン化 ・Web口座振替受付サービスの導入 

税関係の予約手続のオンライ

ン化 

・市民税申告受付のWeb予約システム導入 

・固定資産税新築家屋調査のWeb予約システム導入 

 

● 図書館・博物館 

【実現すること】 

 市の博物館や図書館で収蔵している郷土資料等について， 

デジタル化により，修繕が難しい貴重な地域の資料の保存と 

未来への継承を図るとともに，市民がいつでも・どこからでも利活用 

できるよう，Web上での公開を進めます。 

また，図書館での書籍をスマートフォンなどで気軽に借りられる 

ような環境を作ります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタルアーカイブ 

・博物館や図書館で収蔵している資料等のデジタルアーカイブ化・

公開 

・水戸市古地図等の貴重な郷土資料を高精度画像でインターネット

公開 

電子図書館 
・インターネット上で電子書籍の貸出，閲覧，返却等ができる電子

図書館の運営 

 

● 消費生活 

【実現すること】 

 消費生活にかかる相談について，市民が直接窓口に出向くことなく 

リモートで相談窓口にアクセスできるなど，デジタルによって相談を 

しやすい環境をつくり，トラブルの迅速で円滑な解決を目指します。 

また，デジタル化の進展に伴い，消費者の生活が変化していること 

から，デジタル社会に対応した消費者教育を行います。 
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【主な取組】 

取組 具体的内容 

リモート消費者相談 ・ビデオ通話等を活用したリモート相談の導入 

デジタル化に対応した消費者

教育の推進 

・デジタル技術をかしこく使いこなし，消費者被害に遭わない 

よう，消費者教育の推進 

 

 

● おくやみ 

【実現すること】 

 斎場を利用する際に，予約管理や場内の運行管理・案内表示を 

システム化することで，参列者をスムーズに誘導できる， 

利用しやすい式場の運営を実現します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

斎場のデジタル化 

・斎場予約システムに加え，新斎場にデジタルサイネージを導入

し，利用に係る予約管理や場内の運行管理・案内表示をシステム

化 

 

● 上下水道 

【実現すること】 

 市で管理する上下水道施設情報のデジタル化を進め，管理高度化を図る 

とともに，上下水道の配管情報をWeb上に公開するなど，市民・事業者等 

の利便性の向上と業務効率化に努めます。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

上下水道の窓口サービスの電

子化 

・電子申請制度の導入 

・給水装置工事のリモート検査 

・上水路管路図のオープンデータ化 

・下水道施設の地理情報システム(GIS)をベースとした電子台帳構築 

効率的な漏水調査 ・衛星画像解析を用いた，漏水可能性エリアの特定 
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● 道路 

【実現すること】 

 道路に関する各種申請手続のオンライン化，道路台帳を 

はじめとした各種道路情報のWeb上での公開など，市民や事業者 

等に対する手続の効率化及びサービス向上に努めるとともに， 

道路異常の通報システムのデジタル化などにより，良好な道路 

環境の維持を図ります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル技術を活用した道路

窓口のサービス向上 

・各種電子申請の運用 

・道路台帳のWeb公開 

・道路詳細図等各種情報のWeb更新 

・道路異常に関する通報システムのデジタル化 

 

● 入札・契約 

【実現すること】 

市が発注する事業について，事業者が契約手続を行う際， 

市役所に足を運ぶことなくスピーディに手続ができる環境を 

整えます。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

電子契約の推進 ・事業者に周知・案内し，電子契約を推進 

 

● 広報・広聴 

【実現すること】 

 SNS等のデジタルのツールを通じて，市民がいつでも市からの 

最新情報を得られるようにするとともに，デジタルによる 

広聴手段を設け，活発な意見交換が可能となる環境を実現します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル版「広報みと」 
・デジタルによる各種行政情報の発信強化 

・「広報みと」の市公式ホームページや各種媒体への掲載 

SNSでの情報発信 ・LINE,X(Twitter)，Instagram，Facebook等，各種SNSの活用 

デジタル技術を活用した広聴 
・市政モニターやインターネットモニターについて，市に意見を 

出すだけでなく，Web上でお互いに意見交換ができる仕組の導入 
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● シティプロモーション 

【実現すること】 

 SNSなど，デジタル技術による様々なサービスを通じて，市民はもちろん， 

世界中のどこにいる人でも水戸市の多様な魅力に触れることができるよう 

にするとともに，市民の郷土愛を育み，将来的な関係人口・交流人口等 

の増加へと繋げます。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル技術によるシティプ

ロモーション 

・SNSやYouTube，Web広告等によるターゲットに合わせた情報発信 

・AIを活用した「イベント情報集約サイト」による情報発信 

・AI，仮想空間などを活用した先進ツールの導入 

・本市の魅力を集約し掲載する特設サイトの開設 

 

● 選挙 

【実現すること】 

 当日投票所の端末の増設や大学期日前投票所のオンライン化をすると 

ともに，デジタル技術を活用し，投票所の所在地をオンラインで示すなど， 

すべての市民が選挙に参加しやすい環境を構築します。  

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

当日投票所の端末増設 ・当日投票所へ端末を増設 

大学期日前投票所のオンライン ・大学期日前投票所のオンライン化 

投票所のオンラインマップ ・投票所の所在地をオンラインマップ化 

 

● デジタル市役所 

【実現すること】 

 市民や事業者が市に対して行う各種手続について，オンラインや 

システム等を通した利便性の向上に努めます。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

書かない・行かない・待たな

いデジタル市役所の実現 

・各種届出のオンライン化の推進 

・新たなシステムを活用した各種手続のスピードアップ 

・GISを活用した情報の提供 

・生成AIを活用した各種業務の効率化とDX 
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指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 
地方公共団体が優先的にオンライン化を推

進すべき手続 
17手続 52手続（完了） 

市公式LINEのアカウント登録者数 61,775人(11/15時点) 100,000人 

市公式YouTubeチャンネル登録者数 7,690人(11/15時点) 30,000人 

イベント情報集約サイトアクセス件数 - 70,000件/月 

 

 

❷ 行政の業務効率化 

様々なシステムの全庁的な導入により，業務プロセスの抜本的な見直し・改善（BPR：

Business Process Reengineering）を図り，行政事務の効率化を進め，人や時間といった

資源を有効に活用して新たな価値を創造する DXに繋げます。 

 

● システムによるBPR 

【実現すること】 

 市役所の内部業務を効率化するシステムの全庁的な導入・ 

利活用を進め，それによって創出される時間や資源を活用する 

ことで，更なる市民サービスの向上につなげます。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

内部業務の効率化 

・RPAを用いた定型作業自動化の推進 

・資料のペーパレス化とWeb会議活用による会議の効率化 

・電子決裁の拡大による意思決定の迅速化 

・ローコードツール導入・活用による事務処理のデジタル化 

・音声認識AIによる会議録作成業務の効率化 

・生成AIを利用した文書作成補助等による業務効率化 

・自治体チャットツールによる情報共有・意思決定の効率化 

・勤怠管理・庶務事務システムによる職員負担の軽減 

・公共施設マネジメントシステムによる施設管理の効率化 

・保育士の負担軽減に向けた保育業務支援システム導入 

・市立保育所へのオンライン設備導入（オンライン研修実施等） 

 

目標指標 
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● システム標準化 

【実現すること】 

 2025(令和７)年度末までに実施するシステム標準化に対応 

するとともに，クラウド環境の活用により，データ管理・ 

運用の効率化・コスト削減を目指します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

標準化・クラウド活用 

・自治体情報システム標準化への対応 

・ガバメントクラウド，パブリッククラウドの活用 

・庁内ネットワーク環境の見直し，全体最適化 

 

 

● デジタル人材育成 

【実現すること】 

 デジタル技術を活用して業務をより良いものに変革（効率化・質の 

向上）し，組織全体の改革へと繋げていくことができるデジタル人材の 

育成を図ります。 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル人材育成 

・AI，クラウド，データ活用等，最新技術の習得 

・デザイン思考を取り入れ，デジタルを新たな価値の創造に繋げる

ことができる職員の育成 

・民間企業や大学等と連携した人材育成 

 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 

AI，RPAによる業務削減時間 
2,261時間（令和４年度末

実績） 

3,000時間（年平均）

18,000時間（６年累計） 

ローコードツールの適用 ― 10業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 
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❸ 万全なセキュリティ対策 

パソコンやネットワーク，システム等，デジタル技術の利用に当たって欠かせない，セ

キュリティ上の脅威から市民の大事な情報を守る取組をさらに強化します。 

 

● 情報セキュリティ強化 

【実現すること】 

 市民の個人情報など重要な情報の漏洩や，システム停止などに 

よって市民生活が脅かされることのないよう，情報セキュリティ 

の強化を図ります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

セキュリティ研修による職員

の資質向上 

・情報セキュリティポリシーの共有と遵守の徹底 

・職員に対する定期的な研修の実施 

・サイバー攻撃を想定した対応訓練の実施 

・セキュリティインシデント対応体制の強化 

サイバー攻撃等に対する技術

的対策の強化 

・コンピュータ・ネットワーク機器の適正な管理 

・不正アクセスの防止対策の徹底 

・マルウェア（コンピュータウイルス等，悪意あるプログラム） 

対策の実施 

 

 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 
情報セキュリティ研修及び対応訓練の実施 ５回 年５回（継続的に実施） 

情報セキュリティ内部監査 ３回 年５回（継続的に実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 
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市民の憩いの場・千波湖（水戸市撮影） 
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(2) まちのデジタル化 

 

❶ 各産業の活性化 

 市内の第１次産業・第２次産業・第３次産業，それぞれの産業ごとの特性に合わせたデ

ジタル技術の導入・活用を促進し，まちの産業活動を活性化します。 

 

● 企業・事務所 

【実現すること】 

 市内企業が，デジタル技術を効果的に取り入れることで， 

効率的で生産性が高く，かつワークライフバランスにも配慮した 

企業活動を実践できるまちを実現します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

企業へのDX支援 

・DXの取組を対象とした補助制度の周知・拡充 

・先進的なDXの取組を実施している市内企業を認定・表彰する 

制度の創設 

・市内民間企業を対象としたデジタル導入セミナーの実施 

テレワーク導入支援 ・企業向けテレワーク導入支援セミナーの実施等 

 

● 商工業 

【実現すること】 

 市内の商工業活動にデジタル技術を取り入れ，消費者に 

とって便利で使いやすく，競争力の高い，活気ある商店街を 

実現します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル技術の活用による 

商店街活性化 

・商店街活力アップ事業補助金の活用 

・SNSやWeb,アプリやECサイト等，商店街におけるデジタル技術の 

活用 

・データを活用した地域経済活性化策の検討 

デジタル技術の活用による 

地域経済循環 

・キャッシュレス決済や電子商店街の導入支援 

・電子商品券や地域通貨等の導入 
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● 農業 

【実現すること】 

 スマート農業の導入等により，人材や時間といった 

リソースの不足をカバーし，農業従事者が効率よく 

生産・販売活動が行える状態を目指します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

スマート農業の推進 

・デジタル技術を活用した省力化，技術的ノウハウの継承等 

・データに基づく農業管理 

・スマート農業の普及に向けた農業デジタル人材の育成 

 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 

デジタル化，DXに取り組む企業の割合 

（デジタル化推進計画の策定状況，システ

ムや機器の導入状況等，アンケート調査を

拡充し指標を設定する。） 

― 90％以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 

 

水戸の街並み（水戸市撮影） 
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❷ 豊かな暮らしのためのインフラ整備 

 交通，医療，健康，防災といった，官・民が関わる準公共分野における社会インフラの

効果的なデジタル化を促進することで，まちでの生活をより豊かで楽しく，便利にしま

す。 

 

● 交通 

【実現すること】 

 路線バスの運行状況が分かるスマートバス停の導入や，電車・バス 

からシェアサイクルまで，スマートフォンで予約・決済ができる環境を 

整備するなど，公共交通のデジタル化を促進します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

スマートバス停の導入促進 ・バス停留所のデジタルサイネージ化 

公共交通へのキャッシュレス

決済導入支援 

・市内路線バスのキャッシュレス決済の導入支援 

・クレジットカードタッチ決済やQRコード決済等に対応 

MaaSによる公共交通機関の 

利用促進 

・公共交通事業者が展開しているMaaSの利用促進 

 「茨城MaaS」（茨城交通，関東鉄道ほか） 

「ひたちのくに紀行」（JR水戸支社）※期間限定 

公共交通利用におけるスマー

トフォンの活用 

・スマートフォンアプリによる利便性向上 

・路線バス位置情報の配信 

・シェアサイクルの利用等 

 

● 健康・医療 

【実現すること】 

 スマートフォン等で自身の医療情報をいつでも確認でき，健康管理 

を行うことができるようにします。また，デジタル機器等の活用により， 

必要なときに・必要な医療を，迅速に受けられる医療環境づくりに 

取り組みます。 
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【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル技術を活用した健康

づくり 

・アプリやウェアラブル機器を活用した健康づくり施策の推進 

・民間企業等と連携したデジタル技術活用社会実験の実施 

・PHR(Personal Health Record)の活用 

オンライン診療導入検討 

（休日夜間緊急診療所） 

・導入設備や他市町村の緊急診療所における状況調査 

・関係機関等との協議・検討 

オンライン予約の導入（休日

夜間緊急診療所） 

・パソコンやスマートフォンを利用したオンラインによる診療順番

予約の導入 

キャッシュレス決済の拡充

（休日夜間緊急診療所） 

・クレジットカード，電子マネーでのキャッシュレス決済の導入

（R2導入済） 

・スマートフォンを利用したQRコード決済の導入検討 

電子カルテ導入の検討（休日

夜間緊急診療所） 

・導入設備の調査・検討 

・関係機関との調整 

 

 

● 防災 

【実現すること】 

 デジタル技術を活用することにより，平時においては住んで 

いる場所の災害リスクを，災害が予測される状況では最新の 

気象・災害情報を迅速に確認することができ，被害を最小限に 

するための環境をつくります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタルでの災害情報収集・

共有 

・災害時の情報収集・共有の迅速化の調査研究 

・デジタル技術を活用したリアルタイムな情報の収集・提供 

・マイナンバーカードを活用した避難所運営 

各種ハザードマップのデジタ

ル化 
・Web版ハザードマップの導入・更新 
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● 地域コミュニティ 

【実現すること】 

 地域コミュニティ活動にデジタル技術を取り入れ，住民同士が 

繋がりを持てるようにするとともに，効率的に地域活動を行える 

環境をつくります。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタル技術を活用したコミ

ュニティ推進 
・地域社会のデジタル化に向けたSNS等のツールの活用支援 

市民活動団体の情報提供 
・市民活動団体の情報を提供し，参加したい市民を繋ぐアプリ等の

導入 

市民センター施設予約・管理

システム 

・市民センターの施設予約・抽選・利用団体登録についてシステム

を導入 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 

準公共分野でデジタルにより利便性を感じ

る人の割合 

（まちのデジタル化にかかるアンケート調

査を拡充し指標を設定する） 

― 90％以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 
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❸ まちを支えるデジタル基盤づくり 

 市で管理するデータの整理・公開を進めるとともに，民間のデータと連携を進めること

で，データを活用した課題解決を促進し，スマートシティ・Society5.0の実現に向けた情

報基盤を構築します。 

 

● データ連携基盤 

【実現すること】 

 行政が所有するデータを，民間企業や学術機関等様々な主体が 

利活用しやすい環境を整備し，他分野のデータや民間のデータ等と 

の連携によって新たな価値を生み出す，スマートシティの基礎と 

なるデータ連携基盤を構築します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

オープンデータの推進 

・データ利活用に関する庁内研修の開催 

・行政データの調査・整理・デジタル化の推進 

・水戸市オープンデータライブラリのリニューアル 

・市民や民間事業者と連携したデータ利活用に向けた研究 

・オープンデータを活用した分析事例の例示による理解促進 

データ分析システム導入・ 

活用 

・人流分析システム活用による人の動きの可視化・EBPMの推進 

・GISシステムを活用した行政活動や市民活動の可視化 

・3D都市モデルを活用した災害等のシミュレーション 

・BIツールによる様々な分野の情報の分析・可視化 

 

 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 

新たに導入するデータ分析システムを活用

した政策の立案・改善数（累計） 
― ４件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 
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(3) デジタル格差対策 

 

❶ 市民のデジタル活用サポート 

 スマートフォンやパソコン等，デジタル社会において欠かせない機器を誰もが活用でき

るようサポートを行い，市民の技術や知識の向上を図ります。 

 

● 市民のスキル向上 

【実現すること】 

 スマホ等の機器やシステムについて，高齢者など，デジタルに 

不慣れな市民や，その技術を必要としている市民を対象とした 

サポートを行い，行政サービス等を不足なく受けることができるよう 

にします。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

スマートフォン講座 

・デジタル技術に不慣れな高齢者を対象としたスマホ講座 

・市民のレベルに応じた段階的な講座 

・中高生と高齢者をつなぐスマホ教室等の検討 

デジタル社会におけるセキュ

リティ・モラル教育 

・デジタル社会における情報セキュリティやモラルを理解する講座 

・中高生に向けたICTにかかるセキュリティやモラル教育 

 

❷ 各種要因に合わせたデジタル格差対策 

 様々なデジタル格差（デジタルデバイド）の発生要因について調査・研究を行い，格差

の是正に向け取り組みます。 

 

● デジタルデバイド要因への対応 

【実現すること】 

 デジタルデバイドは，年齢による格差のほか，障害の有無， 

経済状況，地理的要因等，様々な要因が想定されることから， 

発生要因ごとの研究と対策を行い，誰一人取り残されない 

デジタル社会の実現を目指します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的内容 

デジタルデバイド発生要因の

研究 

・地理的要因，経済的要因，障害の有無等，様々な要因による 

デジタルデバイドに関する研究と対策 

要因に合わせた対策 
・経済的にスマートフォンを利用できない等，要因に合わせた対策

の検討 
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❸ 柔軟性のあるデジタル化の推進 

 市民の中には，やむをえない事情でデジタル技術を利用できない人も一定数存在し，ま

た，状況によっては，アナログならではの強みを活かせる場面があることも考えられるこ

とから，デジタル化を推進していく中でも，必要に応じて柔軟な対応ができるよう，デジ

タルとアナログそれぞれの強みと弱みを検討し，より確実な格差対策へとつなげます。 

 

 

● 場面に応じた手段の追求 

【実現すること】 

様々な場面における，デジタルとアナログそれぞれの強み・ 

弱みを研究し，デジタル化を推進していく中でもデジタル一辺倒 

にならず，最適な手段を追求することで，真に市民の満足度が 

高い，誰一人取り残されない社会の構築を目指します。 

 

【主な取組】 

取組 具体的取組 

デジタル・アナログの強みと

弱みの研究による確実な格差

対策 

・アナログがデジタルに変わることによる課題を分析し，より 

適切なサービスのあり方の研究と，デジタル化に向けた最適な 

格差対策の実施 

 

 

 

 

指標 2023(令和５)年度現在 2028(令和10)年度目標 
デジタルにより利便性を感じる人の割合 

（デジタルデバイドにかかるアンケート調

査を拡充し指標を設定する） 

― 90％以上 

 

 

 

※本章に挙げた今後の取組については，ビジョン策定時点で想定したものであり，社会動向やデジタル

技術の進展の状況を見極め，柔軟にスクラップ＆ビルドを行うものとします。そのため，ここに記載

した内容は必ずしもそのまま実行されるとは限らず，その時ごとに，最善の施策の検討を行います。 

 

 

 

 

目標指標 
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(1) 推進体制 

本ビジョンはまちづくりや経済，福祉，防災，教育など行政の幅広い分野と深く関わ

っており，計画の推進のためには庁内横断的な連携が必要不可欠です。 

そのため，最高情報統括責任者（副市長）を中心に，庁内の各部局が一丸となって本ビ

ジョンの実現に向けた取組を推進していきます。 

(2) 進行管理 

本計画は，毎年度，PDCA（計画・実行・評価・見直し）サイクルによる適切な進行管

理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，状況に応じて，迅速な意思決定を実行する「OODA（ウーダ）ループ」

（「Observe（観察）」「Orient（状況判断）」「Decide（意思決定）」「Act(行

動)」）の考え方も取り入れるなど，現場に沿った進行管理を進めます。 
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 デジタル技術の進歩は著しいものがあり，それらの状況を見極めながら，効果が高いと

考えられる施策については積極的に検討し，実証実験等にも取り組んでいくこととしま

す。 

 「デジタル田園都市国家構想交付金」の採択事例や次に掲げる先進事例等を参考にし，

民間企業や大学等との連携，外部の専門人材の知見等も取り入れながら，本市にあった取

組の検討を進めていきます。 

 

●先進事例 

[教育] 

校務支援システムのパブリッククラウド化，校務系・学習系ネットワークの統合 

（事例：兵庫県佐用町） 

教育分野のDXとして，佐用町では，校務と学習を１台のパソコンから接続可能にし，場

所を選ばず校務作業が可能にしている事例があります。学習系のデータと校務系のデータ

の連携により，教員の負担を軽減します。将来的には，支援を必要とする児童生徒の早期

発見や，個別最適な学びの実現を図ります。 

 

[交通] 

AI オンデマンド交通（事例：長野県茅野市） 

交通分野のDXとして，茅野市では，路線バスの運行が難しくなった路線を，需要に応じた

交通サービス（AIオンデマンド交通）に転換し，地域の公共交通体系を維持する取組を行

っています。転換にあたって，8,000以上の「仮想停留所」（スマホ上で確認できる停留

所）を導入し，利用者の受容に寄り添ったサービスとして利便性を高めています。 

 

[観光] 

デジタルマーケティングの推進（事例：福島県） 

観光分野へのデジタル技術活用の例としては，「デジタルマーケティング」と呼ばれるも

のがあります。旅行者の効果的な集客を図るため，位置情報を活用した来訪計測や，Web

解析を活用したアクセス経路分析等，旅行者のニーズを的確に把握し，最適なプロモーシ

ョンや地域資源の磨き上げを図る取組が注目されています。 

付属資料 
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デジタル技術を活用した観光案内（事例：函館空港） 

従来はスタッフの常駐が欠かせなかった観光案内所等

に，離れた場所にいる係員がアバターを通じて観光案内を

行うことに加え，AI対話機能による多言語での観光案内を

備えたデジタルサイネージを導入することで，スタッフの

業務軽減・サービスレベルの拡大に取り組んでいる事例が

あります。 

 

 

[データ連携基盤] 

GIS による効率的な除雪と地域の見守り（事例：北海道安平町） 

 自治体で統合型の GIS を導入し，ベースとなる地図を各部署で共有し，住民の属性情報

などの重ね合わせを実践。除雪車に GPS を搭載し，軌跡の共有を図りました。これにより，

除雪計画の効率化と，完了した場所をリアルタイムに把握できるようになるとともに，地

域住民の見守りも強化しています。 

 

住民向け情報のオープン化，センサーデータとの組合せ（事例：熊本県宇城市） 

 それまでバラバラに運用していた市役所の各部署における GIS を統合し，インフラ関連

データの情報基盤を構築。インフラ，防災，医療・福祉，子育て，観光など，暮らしに必

要な幅広い情報を公開しています。あわせて，河川やため池の監視カメラのデータも公開

し，職員間や市民とのリアルタイムな情報共有と，迅速な防災行動を可能にしています。 

 

[健康・医療] 

デジタル予診票と接種記録のやり取り DX（事例：石川県羽咋市） 

 個人，医療機関等のサービス提供主体，関連する行政手続の事務を行う行政機関の３つ

の主体間で行われている，紙の手続をデジタル化している取組です。効果として例えば，

市民には予診票記入の手間の解消，自治体にはデータ入力の削減，医療機関にも事務処理

の削減となり，三方よしの取組となっています。 

 

[防災] 

VR（仮想現実）や AR（拡張現実）を活用した防災教育（事例：東京消防庁） 

VRゴーグルなどを通し，3Dの映像として浸水など災

害のリアルな現場を立体映像で体験できる防災訓練の

事例があります。またAR（拡張現実）の技術を使うこ

とで，現実の風景に災害時の様子を重ね見ることもで

き，災害への備え方や災害発生時の対処の仕方を，実

感を持って効果的に学ぶことができる方法として注目

  

★デジタルサイネージで観光 DX 

  

★VR で防災訓練 
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されています。 

 

被災者支援ナビ（事例：広島県広島市） 

大規模災害発生時に，被災状況に応じて被災者が受けることのできる支援策や手続き等

を簡単に確認できるアプリケーションを自治体が提供している事例があります。 

 

[農業] 

農機の遠隔監視制御による自動運転等の実現（事例：北海道岩見沢市） 

 農業の担い手不足による生産性の低下が課題となる中，自動運転トラクターの遠隔監視

制御によって，農家の作業時間70%減を実現しています。また，気象・土壌・作業履歴等の

データ収集・解析を通じた作業スケジュールの最適化や，高齢化等に伴う健康リスク増大

への対策としてウェアラブル端末を活用した体調変化の検出等，様々なDXの取組を，民間

企業や大学等を含めたコンソーシアムで実証しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



59 

 

●用語集 【Glossary+】 

ここでは，本文中に出てきた用語や，デジタル技術に関する押さえておきたい+α（プラ

スアルファ）の重要用語について分かりやすく解説します。  

デジタル技術に少しでも親しみを持ってもらうため，用語の定義のみならずその背景や

周辺知識も含めて記載し，できるだけ文体も柔らかくかみくだいて表現することで，読み

物としても楽しめる用語集を目指しました。

用語 解説 掲載P 

アーキテクチ
ャ  

RPA 
（アールピーエー） P.14,39 

IoT 
（アイオーティー） P.1 

ICT 
（アイシーティー） P.51 

IT 
（アイティー）  

アジャイル開
発  
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アナログ P.48 

Web3
（Web3.0） 
（ウェブスリー，

ウェブサンテンゼ

ロ） 

 

Well-being 
（ウェルビーイング） P.6 

AR 
（エーアール） P.25 

AI 
(エーアイ) P.4,5 
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SNS 
(エスエヌエス) P.1,4,40 

オープンデー
タ P.15,50 

GIGAスクー
ル構想 P.4 

クラウドコン
ピューティン
グ 

P.1,6,43 

サステナビリ
ティ P.6 

スマートシテ
ィ P.32,50 
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Society5.0
（ソサエティ5.0） P.5,50 

ダイバーシテ
ィ  

DX（ディーエッ

クス，デジタルト

ランスフォーメー

ション） 

P.1,7,9 

デザイン思考 P.43 

デジタイゼー
ションとデジ
タライゼーシ
ョン 

 

デジタル P.1 
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デジタルツイ
ン  

デジタルデバ
イド 

P.4,15, 

29,51 

デジタル田園
都市国家構想 

P.1,6, 

7,8 

都市OS  

ビッグデータ P.5 
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ぴったりサー
ビス P.35 

５G 
（ファイブジー） P.4,25 

VR 
（ブイアール） P.25,54 

ブロックチェ
ーン P.25 

MaaS 
（マース） P.47 

マイナちゃん  

マイナポータ
ル 

P.13,20, 

30 

マイナンバー 
P.5,15, 

20 
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マイナンバー
カード P.5 

メタバース P.24 

ローコード  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイナちゃん 
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●市民アンケート様式 
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●大学生アンケート様式（※掲載は茨城大学のもの。質問内容は常磐大学も同様。） 
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●企業アンケート様式 
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